
 

 

 

 
 Tax Analysis 
 
 

 

 

Authors:  

 

Beijing 

Huan Wang 

Partner 

Tel: +86 10 8520 7510 

Email: huawang@deloitte.com.cn 

 

Shanghai 

Irene Yu 

Director 

Tel: +86 21 6141 1277 

Email: iryu@deloitte.com.cn 

 

 

For more information, please contact: 

 

Global Employer Services  

National leader / Eastern China 

Shanghai 

Joyce W. Xu 

Partner 

Tel: +86 21 6141 1178 

Email: joycewxu@deloitte.com.cn 

 

Northern China 

Beijing 

Gus Kang 

Partner 

Tel: +86 10 8520 7600 

Email: gukang@deloitte.com.cn 

 

Southern China 

Hong Kong 

Tony Jasper 

Partner 

Tel: +852 2238 7499 

Email: tojasper@deloitte.com.hk 

中国税務 

国家税務総局が「持分譲渡所得に

係る個人所得税管理弁法」を公布 

 

概要 

 
国家税務総局は 2014年 12月 7日に「持分譲渡所得に係る個人所得税管理弁法」
（国家税務総局公告 2014年第 67号）（以下「67号公告」または「管理弁法」）
を公布した。管理弁法では、自然人（以下「個人」）の株主が中国国内に設立され
た企業または組織の持分を譲渡する場合の個人所得税の取扱いおよび申告に関する
要求について具体的に規定している。中国の個人所得税法の関連規定によれば、個
人が企業の持分を譲渡することによって得た所得は「財産譲渡所得」として、20％

の個人所得税が課税される。また、地方税務機関に関連資料を提出しなければなら
ない。67号公告は 2015年 1月 1日から施行され、現行の関連通達（即ち、国税函
[2009]285号と国家税務総局公告 2010年第 27号）は同時に廃止される。 

 

67号公告では、個人が持分譲渡所得を取得し、個人所得税を計算、申告する過程
における若干の重要な事項（持分譲渡収入の確定、持分原価の確定、納税者と源泉
徴収義務者の申告に関する要求等を含む）についても明確にしている。 

 

公告のポイント 
 

「持分譲渡」の適用範囲 
 

67号公告によれば、持分譲渡には以下の状況が含まれる。 

 

 持分の売却 
 企業による持分の買戻し 
 発行人が最初に新株を公開発行する際に、被投資企業の株主が保有する株

式を公開発行の方式により合わせて投資者に売却すること 
 司法機関または行政機関が持分を強制的に移転すること 
 持分をもって対外投資するか、またはその他の非貨幣性取引を行うこと 
 持分による債務の返済 

 その他の持分移転行為 
 

管理弁法は、個人の上海証券取引所、深圳証券取引所での、上場会社の公開発行ま
たは流通市場において取得した上場株式の譲渡、譲渡制限株式の譲渡、およびその
他の特別規定が適用される持分譲渡行為には適用されない。 
 

持分譲渡に係る課税所得額の確定 

 
個人が持分を譲渡する際、持分譲渡収入から持分原価および合理的な費用を差し引
いた後の残額が課税所得額となり、「財産譲渡所得」として 20％の税率で個人所
得税を計算、納付する。持分の譲渡が人民元以外の通貨で決済される場合、決済当
日の為替レートの仲値で人民元に換算し、課税所得額を計算する。 
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67号公告によれば、持分譲渡収入には譲渡者が持分の譲渡によって取得した各種形式の経済利益（例えば、現金、現
物、有価証券等）が含まれる。また、譲渡者が取得した「持分の譲渡と関連する各種の金額」（例えば、違約金、補償
金等）も全て持分譲渡収入に含めなければならない。さらに、管理弁法の第 9条では、納税者が契約の約定に基づき、
約定した条件を満たした後に取得する収入も持分譲渡収入となる旨が規定されている。当該条項は M&A においてよく
見られる“earn-out payments”（価格調整条項）を想定しているようである。この取決めがある場合、売り手は取引が
クローズした後に追加的な収入を得る可能性がある。 

 

67号公告では、持分譲渡収入は公正取引の原則に基づいて決定されなければならないと規定している。譲渡者が持分
譲渡収入に関する資料を提供しない場合、または申告した持分譲渡収入が明らかに低く、かつ正当な理由がない場合に
は、管轄税務機関は持分譲渡収入を査定する権限を有する。 

 

 「明らかに低い」状況 
 

以下のいずれかの状況に該当する場合、持分譲渡収入は明らかに低いものと見なされる。 
 

1. 申告された持分譲渡収入が持分に対応する純資産額より低い場合。そのうち、被投資企業が土地使用
権、家屋、不動産企業の未販売不動産、知的財産権、鉱物探査権、鉱物採掘権、持分等の資産を有す
る場合には、申告された持分譲渡収入が持分に対応する純資産の公正価値より低い場合。 
 

2. 申告された持分譲渡収入が初期投資原価より低いか、または当該持分を取得した際に支払った代金と

関連の税金費用の金額より低い場合。 
 

3. 申告された持分譲渡収入が同じまたは類似の条件の下での同一企業の同一株主またはその他の株主の
持分譲渡収入より低い場合。 
 

4. 申告された持分譲渡収入が同じまたは類似の条件の下での同業種の企業の持分譲渡収入より低い場

合。 
 

5. 合理性のない持分あるいは株式の無償譲渡。 
 

6. 管轄税務機関が認定するその他の状況。 
 

 「正当な理由」の認定 

 
以下のいずれかの状況に該当する場合、持分譲渡収入が明らかに低くても、正当な理由があるものと見なされ
る。 
 

1. 被投資企業が国家の政策調整により生産経営に重大な影響を受け、低額で持分を譲渡することになっ
たことを証明できる有効な文書を発行できる場合。 
 

2. 法的効力のある身分関係の証明を提供できる配偶者、父母、子女、祖父母、孫、兄弟姉妹および譲渡
者に対して直接に養育または扶養の義務を負う養育者または扶養者に持分を相続させ、あるいは譲渡
する場合。 
 

3. 関連の法律、政府文書または企業の定款で規定され、かつ譲渡価格が合理的かつ真実であることを十
分に証明できる関連の資料がある、本企業の従業員が保有する対外譲渡できない持分の内部譲渡であ
る場合。 

 
4. 持分譲渡の双方がその合理性を証明する有効な証拠を提供できるその他の合理的な状況。 

 
 査定方法 

 
持分譲渡収入が明らかに低く、かつ正当な理由がない場合、管轄税務機関は以下の方法に従って収入を査定す
ることができる（以下の順序による）。 

 
1. 純資産査定法 

 
1株当たりの純資産額または持分に対応する純資産額に基づいて持分譲渡収入を査定する。被投資企
業の土地使用権、家屋、不動産企業の未販売不動産、知的財産権、鉱物探査権、鉱物採掘権、持分等
の資産が企業の総資産に占める割合が 20％(従来の規定は 50％)を超える場合、管轄税務機関は納税
者の提供した資産評価報告書（法定資格を有する仲介機関が発行）を参考にして持分譲渡収入を査定

する。6ヶ月以内に再度持分譲渡が発生し、かつ被投資企業の純資産に重大な変化がない場合、管轄



税務機関は前回の持分譲渡時の被投資企業の資産評価報告書を参考にして持分譲渡収入を査定するこ
とができる。 
 

2. 比較法 
 
以下を参考にして譲渡収入を査定する。 
 

 同じまたは類似の条件の下での同一企業の同一株主またはその他の株主の持分譲渡収入 
 同じまたは類似の条件の下での同業種の企業の持分譲渡収入 

 
3. その他の合理的な方法 

 
持分原価 
 
個人が譲渡する持分の原価は以下の方法で確定する。 
 

1. 現金出資の方式で取得した持分については、実際に支払った金額と持分の取得に直接関連する合理的な税金費
用の和により持分原価を確定する。 

 
2. 非貨幣性資産を出資する方式で取得した持分については、税務機関が認めたまたは査定した出資時の非貨幣性

資産の価格と持分の取得に直接関連する合理的な税金費用の和により持分原価を確定する。 

 
3. 親族、直接の養育または扶養対象者から無償譲渡の方式で取得した持分（前述の「正当な理由」の認定の 2.を

参照）については、持分の取得により発生した合理的な税金費用と元の保有者の持分原価の和により持分原価
を確定する。 
 

4. 被投資企業が資本準備金、積立金、未処分利益を資本金に組み入れ、個人株主が既に法により個人所得税を納

付した場合、資本組入額と関連の税金費用の和をもって、組み入れた資本金に係る持分の原価を確定する。 
 

5. 上述の状況を除き、管轄税務機関は個人所得税の二重課税を排除するという原則に従い、合理的に持分原価を
確定する。 

 
持分の譲渡者が管轄税務機関から持分譲渡収入の査定を受け、法により個人所得税を納付済みである場合、当該持分の
譲受者の持分原価は、持分の取得時に発生した合理的な税金費用と譲渡者の管轄税務機関が査定した持分譲渡収入の和

をもって確定する。 
 
個人が同じ被投資企業の持分を複数回にわたり取得した場合、そのうちの一部の持分を譲渡する際には、加重平均法に
よりその持分原価を確定する。 
 
納税申告および源泉徴収義務 
 

67号公告によれば、個人の持分譲渡所得に係る個人所得税は被投資企業の所在地の地方税務機関を管轄税務機関とす
る。また、管理弁法では、譲渡者（即ち、納税者）、譲受者（即ち、源泉徴収義務者）および持分を譲渡される被投資
企業が持分譲渡の過程において履行すべき報告義務についても規定している。 
 
事前報告義務 
 
譲受者――譲受者は源泉徴収義務者として、持分譲渡に関する契約の締結後 5営業日内に、持分譲渡に関する状況を管

轄税務機関に報告しなければならない。 
  
被投資企業――被投資企業は董事会あるいは株主会の終了後 5営業日内に、持分変動事項に関わる董事会あるいは株主
会の決議書、議事録等の資料を管轄税務機関に提出しなければならない。  
 
納税申告義務 
 
譲渡者/譲受者――以下のいずれかの状況がある場合、譲渡者、譲受者は翌月 15日までに管轄税務機関で納税申告を行

わなければならない（管理弁法では明確にされていないが、同一の譲渡に関して以下のうちの複数の状況がある場合、

納税申告義務はそのうち最も早いものの発生時点で生じるものと思われる）。 

 
 譲受者が持分譲渡代金の全額または一部を支払った。 

 
 持分譲渡契約が締結され、発効した。 



 
 譲受者が株主の職責を実際に履行し、または株主の権益を享受した。 

 
 国家の関連部門の判決、登記あるいは公告が発効した。 

 
 関連の譲渡行為（例えば、司法機関または行政機関による強制的な持分の移転、持分による対外投資等）が完

了した。 

 
 税務機関が認定した、持分が既に移転したことを示す証拠があるその他の状況。 

 
  

事後報告義務 
 
被投資企業――被投資企業は個人株主あるいは株主が保有する持分に変動が生じた場合、翌月 15日までに株主の変更

状況を管轄税務機関に報告しなければならない。 
 
 
コメント 
 

 67号公告では、個人株主が持分譲渡所得を取得した場合の個人所得税の計算、納付に関するいくつかの重要事
項について明確にしている。これらの事項には、持分譲渡所得の課税所得額の確定、持分原価の確定および納

税申告と源泉徴収義務が含まれる。 

 

 67号公告では特に、個人が持分を譲渡する取引における譲受者の源泉徴収義務、および被投資企業の事前、事
後報告義務について明確にしている。当該公告は、税務部門が個人の持分譲渡に対するモニタリングをさらに
強化しようとしていることを示している。特に、税務機関は今後、持分譲渡に係る個人所得税の電子台帳を設
置すること、個人株主と毎回の持分譲渡取引に関する情報を徴収管理情報システムに入力すること、持分譲渡

に対してチェーン式動態管理を実施することを求められる。 

 

 2011年以降の個人所得税改革の精神に則して、当該公告は国家が高額所得者の投資性所得に対する徴税管理を
強化するための重要な措置の一つと見なすことができる。個人株主と被投資企業は関連の政策動向に留意し、
納税申告と源泉徴収に関する規定に従い、税務機関の調査に対応するために、持分譲渡に関する書類を適切に
保管しなければならない。また、持分譲渡取引を行う前に専門家のアドバイスを受け、適切にコンプライアン
スの要求を満たすようにすることを提案する。 

 

 

本 Tax Analysis の内容は、デロイトのグローバル・エムプロイヤー・サービスに関わるものです。  
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